愛媛県産業廃棄物適正処理指導要綱

　（目的）
第１条　この要綱は、産業廃棄物の処理に関する法令に定めるもののほか、産業廃棄物の適正処理に関し必要な事項を定めることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
　⑴　法　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）をいう。
　⑵　産業廃棄物　法第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう。
　⑶　処理業者　法第14条第１項若しくは第６項又は第14条の４第１項若しくは第６項の規定により、知事の許可を受けて、産業廃棄物の収集、運搬若しくは処分を業として行っている者又はこれらを業として行おうとする者をいう。
　⑷　事業者等　産業廃棄物を排出する事業者及び処理業者をいう。
　⑸　県外産業廃棄物　県の区域外で発生した産業廃棄物をいう。
　⑹　処理施設　法第15条第１項に規定する産業廃棄物処理施設をいう。
　⑺　保管・積替施設　事業者等が産業廃棄物の保管又は積替えを行う施設（公有水面上の施設を除く。）をいう。
　（県外産業廃棄物の処理）
第３条　事業者等は、県の区域内（松山市を除く。）において、県外産業廃棄物を処分するときは、あらかじめ知事に協議するものとする。
２　国の認定、指定及び許可等を受けて県外産業廃棄物を処分するときは、前項の協議があったものとみなす。
　（県外産業廃棄物の処理の事前協議）
第４条　事業者等は、前条の規定による協議をしようとするときは、県外産業廃棄物処理事前協議書（様式第１号。以下「県外物処理協議書」という。）を知事に提出するものとする。
２　知事は、前項の規定による県外物処理協議書の提出があった場合においては、必要な指導及び助言を当該協議をした事業者等に通知するものとする。
３　事業者等は、前項の規定による通知を受けた後、前条の協議の内容を変更しようとするときは、変更後の内容を記載した県外物処理協議書を知事に提出するものとする。同項の規定は、この場合について準用する。
　（県外産業廃棄物処理実績の報告）
第５条　処理業者は、第３条の規定により知事と協議の上、県外産業廃棄物の処分を行ったときは、その年度における当該県外産業廃棄物の処分の状況を記載した県外産業廃棄物処理実績報告書（様式第２号）を翌年度の６月30日までに知事に提出するものとする。
　（地域住民の同意等）
第６条　事業者等は、処理施設を設置する場合は、関係地域住民の同意を得ることに努めるものとする。
２　事業者等は、産業廃棄物の処理に関し、関係地域住民との紛争の回避に努めるとともに、紛争が発生した場合は、責任を持ってその速やかな解決に努めるものとする。
３　事業者等は、関係市町長又は地域住民等から生活環境の保全に関する協定等の締結を求められた場合は、これに応じるよう努めるものとする。
　（処理施設設置等の事前協議）
第７条　法第15条第１項の規定による処理施設の設置の許可又は法第15条の２の６第１項の規定による処理施設の変更の許可を受けようとする者は、あらかじめ産業廃棄物処理施設設置等事前協議書（様式第３号）を知事に提出し、その旨を協議することができる。
２　知事は、前項の規定による協議を受けた場合においては、関係市町長の意見を聴くとともに、その内容を審査し、当該処理施設の設置又は変更に係る計画が適正であると認めるときは、その旨を当該協議をした者に通知するものとする。
３　知事は、前項の規定による審査の結果、当該処理施設の設置又は変更に係る計画を改善し、又は廃止する必要があると認めるときは、その旨の指示を行うものとする。
４　知事は、前項の規定による指示により、当該指示に係る事項が改善されたと認めるときは、その旨を当該指示をした者に通知するものとする。
５　第４条第３項の規定は、第１項の協議の内容を変更しようとする者について準用する。この場合において、同条第３項中「前項」とあるのは「第７条第２項又は第４項」と、「前条」とあるのは「同条第１項」と、「県外物処理協議書」とあるのは「産業廃棄物処理施設設置等事前協議書」と、「同項」とあるのは「同条第２項から第４項まで」と読み替えるものとする。
　（不法投棄の防止対策）
第８条　知事は、産業廃棄物の不法投棄（法第16条の規定に違反する行為をいう。）の防止を図るため、関係機関に協力を求めるものとする。
　（事故時の対応）
第９条　事業者等は、保管・積替施設の故障、破損等により、生活環境の保全上の支障が生じ、又は生ずるおそれがあるときは、直ちに応急措置を講じて環境汚染を防止するとともに、事故状況報告書（様式第４号）を知事に提出するものとする。
２　知事は、前項の規定による事故状況報告書の提出があったときは、事業者等に対して、事故の拡大又は再発の防止のために必要な措置を講ずべき旨を指示するものとする。
３　事業者等は、前項の規定による指示があったときは、これに従うものとする。
　（雑則）
第10条　この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。

　　　附　則
　令和７年４月１日から施行する。
　　　附　則
　令和８年９月１日から施行する。
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